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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 ものづくり支援課 

直 通 ０７２－２２８－７５３４ 

内 線 ３５３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

稼げる中小企業へ！  

「中小企業支援の強化による３つのイノベーションの推進」について 

 

堺市では、市内中小企業を対象に、革新的な製品・技術の創出、生産性向上や製品・技術

の高付加価値化、新たな市場・販路の創出に向けて、稼げる中小企業として経営基盤の強化

を図りながら３つのイノベーションを推進します。 

記 

１．事業名 

（１）大手企業と市内中小製造業の協業促進【プロダクト・イノベーション】（新規） 

（２）ものづくりＩｏＴ／ＩＴ導入支援事業【プロセス・イノベーション】（新規） 

（３）健康・医療産業分野への参入支援【マーケット・イノベーション】 

２．事業概要 

（１）大手企業との企業間マッチングサービスを提供する事業者と提携し、新規参入セミ

ナーやマッチング商談会等を実施するとともに、大手企業開発担当者による技術セミ

ナー等を開催することより、大手企業と市内中小製造業の協業を促進し、新たな製品・

技術の創出を図ります。 

（２）ＩｏＴ／ＩＴ導入を希望する市内中小製造業に対して、ＩｏＴ技術の専門家による

ヒアリング及び導入に向けたアドバイスを実施するとともに、ＩｏＴ／ＩＴ技術の導

入メリットや利活用の方法を学ぶためのセミナー・ワークショップを実施し、生産性

の向上や製品・技術の高付加価値化を図ります。 

（３）健康・医療産業分野に関連する企業、及び今後同分野に参入しようとする企業を支

援するため、「さかい健康医療ものづくり研究会」を立ち上げ、健康・医療関連企業等

と市内中小企業とのビジネスマッチングを実施するとともに、健康・医療産業分野に

進出する企業への研究開発支援を実施し、新市場・販路の創出を図ります。 

３．平成２９年度当初予算額    ５２，９１４千円 

新規    （３，３６０千円） 

債務負担行為   （１０，０００千円） 
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稼げる中小企業へ 
～ ３つのイノベーションの推進 ～ 

大手企業
と 

ＩoＴ 
で 

成長 
へ 

共同研究・開発を支援 
 
〇 マッチング商談会〈新規〉 
〇 新規参入セミナー〈新規〉 
〇 技術経営研修  <新規〉 

生産性の向上を支援 
 
 〇 専門家による導入支援〈新規〉 
 〇 活用セミナー〈新規〉 

 健康・医療分野への参入支援 
 
  〇 研究会の運営〈新規〉 
  〇 研究開発助成での分野枠設定 

～ 革新的な製品・技術の創出～ ～ 革新的な生産手法の導入 ～ 

※ イノベーションとは、それまでのモノ・仕組みなどに対して全く新しい技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出して社会的に 
  大きな変化を起こすこと。 

～新たな市場・販路の創出～ 

プロダクト・イノベーション プロセス・イノベーション マーケット・イノベーション 

中小企業支援の強化による３つのイノベーションの推進 
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■ ものづくりＩｏＴ／ＩＴ導入支援事業 （新規） 【プロセス・イノベーション】  

ＩｏＴ／ＩＴ導入を希望する市内中小製造業に対して、ＩｏＴ技術の専門家によるヒアリング及び導入に向けたアドバイ

スを実施するとともに、ＩｏＴ／ＩＴ技術の導入メリットや利活用の方法を学ぶためのセミナー・ワークショップを実施

し、生産性の向上や製品・技術の高付加価値化を図る。 

 ○市内中小企業の生産性の向上 

 ○経営基盤の強化による新たな事業展開や積極的な設備投資の促進 

大手企業との企業間マッチングサービスを提供する事業者と提携し、新規参入セミナーやマッチング商談会等を実施する

とともに、大手企業開発担当者による技術セミナー等を開催することより、大手企業と市内中小製造業の協業を促進し、

新たな製品・技術の創出を図る。 

 ○大手企業の開発動向の把握による自社技術開発への還元 

 ○開発段階からの技術連携のビジネスチャンスの提供による大手企業との連携促進 

 ○大手企業の技術開発ノウハウの伝授 

■ 大手企業と市内中小製造業の協業促進 （新規） 【プロダクト・イノベーション】    

■ 健康・医療産業分野への参入支援 【マーケット・イノベーション】   

健康・医療産業分野に関連する企業、及び、今後同分野に参入しようとする企業を支援するため、「さかい健康医療もの

づくり研究会」を立ち上げ、健康・医療関連企業等と市内中小企業とのビジネスマッチングを実施するとともに、健康・

医療産業分野に進出する企業への研究開発支援を実施し、新市場・販路の創出を図る。 

 ○「さかい健康医療ものづくり研究会」の立ち上げ 

 ○健康医療関連企業等と市内中小企業のビジネスマッチングの推進 

 ○健康医療関連等の成長産業分野に進出する企業の研究開発支援 

事業内容について  
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 ものづくり支援課 

直 通 ０７２－２５５－８４８４(産業振興センター内) 

ＦＡＸ ０７２－２５５－５１６２ 

 

「金融対策事業」について 

 

堺市では、市内中小企業の事業資金の相談及び融資あっ旋を行い、資金調達の円滑化

を図るとともに、経営の安定化を促進します。 

 

 

記 

 

  １．事業名 

 堺市中小企業融資制度 

 

  ２．事業概要 

堺市中小企業融資制度を取扱う金融機関に融資残額に応じた預託金を預け入れること

により、中小企業者に対して、公益財団法人堺市産業振興センター保証融資をはじめと

した低利率の融資を引き続き実施します。 

また、成長産業分野やＩｏＴ／ＩＴ技術の導入にかかる設備投資を行う創業者及び 

中小企業者に対して、より低利率の融資を新たに実施することにより、「成長産業・   

ＩｏＴ融資でイノベーション」を推進します。 

 

  ３．平成２９年度当初予算額   ４，６００，０５１千円 
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資金使途 融　資　金　額 貸付利率 担保

①製造業

②情報通信業

③運輸業

④卸売・小売業

⑤飲食店、宿泊業

⑥医療業、福祉業

①堺市中小企業研究開発機能強化支援補助金の交付決定を受けた方

②雇用促進及び労働環境の向上に積極的な方　(別に定める要件あり)

④適切な事業計画を有し、事業多角化、または事業転換を行う方

①～④のいずれかに該当し、国の雇用調整助成金を活用した企業　　合算で8,000万円
まで利用可

不
動
産
又
は
有
価
証
券

　　堺市中小企業融資制度

制　度　名 融資期間 信　用　保　証　料融　　資　　対　　象　　者

特別料率

2,000万円以内
但し、総資金の4/5以内

設備資金

堺市内の原則として同一場所で6カ月以上引き続き事業を営んでいる中小企業者、または
堺試作開発型事業促進施設もしくはさかい新事業創造センターに入居している中小企業者
で下記のいずれかに該当する方

(2) 堺市内の原則として同一場所で6カ月以上引き続き事業を営んでいる中小企業者で、下
     記のいずれかに該当する方

(1) 原則として同一場所で6カ月以上引き続き下記の事業を営んでいる中小企業者で、堺市
     内で設備投資を行う方

特別料率

運転資金

設備資金

特別料率

堺市中小企業振興資金融資
（有担保）

運転資金

設備資金
5,000万円以内 年1.5％

運転資金　5年

設備資金　7年

5,000万円以内

堺市内の原則として同一場所で6カ月以上引き続き事業を営んでいる中小企業者

年1.4％

10年

年1.4％
運転資金　7年

設備資金10年

5,000万円以内

基本料率

堺市創業者支援資金融資
(有担保)

　　　開業に必要な
　　　運転資金及び
　　　設備資金

堺市経営安定特別資金融資
(有担保)

堺市内において新たに事業を営むため必要な準備を行っている方、または事業開始後6カ
月未満の方　（総資金の1/5以上の自己資金が必要です）

堺市中小企業活力強化資金融資
(有担保)

年1.3％

運転資金　5年

設備資金　7年

①最近3カ月、6カ月、または12カ月の平均売上高が前年、または前々年同期より減少
している方
②最近3カ月、または直近決算期の平均売上総利益率、または平均営業利益率が前
年、または前々年同期より減少している方
③適正かつ健全に事業を営んでいるにもかかわらず、新たな資金調達に支障を来して
いる方

5,000万円以内
(雇用安定特別資金を

加えると8,000万円以内)
年1.3％ 10年

運転資金

設備資金

≪堺市産業振興センター保証融資≫ 

雇用安定特別資

堺市による保証料負担制

度があります 

製造業の方が事業承継

資金として利用する場合、

堺市による保証料負担

制度があります 

中小企業庁のBCP基本・

中級・上級コースのいず

れかを策定しこれらに基

づく設備投資の場合、年

1.0％ 

堺市による保証料負担制

度があります 

成長産業分野やＩｏＴ

／ＩＴ技術の導入にか

かる設備投資を行う場

合、年1.0％ 

成長産業分野やＩｏＴ

／ＩＴ技術の導入にか

かる設備投資を行う場

合、年1.0％ 

163



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 産業政策課 

直 通 ０７２－２２８－７６２９ 

内 線 ３５０７ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

～起業する職住近接のライフスタイルを提案～ 

「泉北ニュータウン起業支援事業」について 

 

堺市では、泉北ニュータウンを職住分離のベットタウンから、多様な主体が緩やかにつな

がる『働きやすく暮らしやすいまち』へ転換していくため、『起業』という働き方を提案し

ながら、泉北ニュータウンでの職住近接に向けた起業支援を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    泉北ニュータウン起業支援事業 

 

２．事業概要 

  泉北ニュータウン在住の女性やシニア層を中心に、起業への興味関心を促すための 

セミナー・交流会開催をはじめ、起業相談、ネットワーク・マッチング支援、情報   

発信・情報提供等を実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ５，４８９千円 

             新規          （５，４８９千円） 
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泉北ニュータウンは、まちびらきから50年間で培われた豊かな緑、ゆとりある住宅地、発達した公共交通、   
文化交流機能などを有する良好な基盤と、地域コミュニティが形成されている一方で、世帯分離などによって 
若年層が転出傾向にあり、高齢化が進んでいるなかで、持続可能なまちに向けた転換をめざす。 

泉北ニュータウン在住の女性やシニアを中心に、地域資源を活用し、ライフスタイルを大切にしながら趣味や
スキルを活かして好きなことを仕事にする「起業」という働き方を提案していく。 

地元志向のビジネスによって生み出されたサービスや商品が生活を豊かにし、新たな雇用やビジネスの創出へ
とつながっていくことで、働きやすく暮らしやすい、職住近接のまちをめざす。 

事業の方向性 

泉北ニュータウンを職住分離のベッドタウンから、多様な主体が緩やかにつながる『働きやすく暮らしやすいまち』へ転換 

コンセプト 

《起業相談》 
 起業に関する様々な相談対応 
 創業支援団体と対象者との仲介 

《ネットワーク・マッチング支援》 
 ステージやジャンルが異なる方々の複層的なネッ

トワークを構築 
 対象者に応じた細やかな出会い・マッチングサ

ポートを実施 

《情報発信・情報提供》 
 HP・SNSの開設及び運営 
 イベントや支援事業、先輩起業家の活動紹介等、

起業に関する周知活動 

《セミナー・交流会開催》 
 「できること」「やりたいこと」など気づきに向

けた起業関連セミナー開催 
 実践的ワークショップ開催 
 対象者獲得に向けた商業施設等でのイベント開催 

泉北ニュータウン起業支援事業 

～「住むだけのまち」から『働きやすく暮らしやすいまち』へ新しい働き方の提案～ 

事業内容 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 産業政策課 

直 通 ０７２－２２８－７６２９ 

内 線 ３５０７ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

「コミュニティビジネス進出支援事業」について 

 

堺市では、地域や社会の課題をビジネスとして解決する起業家や中小企業を支援するため、

これまでの補助制度を拡充するとともに、新たにコミュニティビジネスをしたいという意欲

やアイディアのある方を対象としたステップアップ支援を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    コミュニティビジネス進出支援事業 

 

２．事業概要、事業目的など 

 ①コミュニティビジネス進出支援補助金（拡充） 

  地域や社会の課題を認識し、ビジネスとして持続的に解決するための事業計画を 

持っている起業家や中小企業に対して、事業開始に必要な経費の一部を支援しま

す。また、『みらいチャレンジ枠』を新設し、泉北ニュータウンでアクティブシニ

アの活躍や、高齢者が快適に暮らせるまちづくりに資するビジネスには、補助率

を拡充します。 

【一般枠：補助率 １/２（上限 １００万円）】 

【みらいチャレンジ枠：補助率 ２/３（上限 １００万円）】 

②コミュニティビジネス Step Up（ステップアップ）支援（新規） 

  コミュニティビジネスへの意欲やアイディアといった『ビジネスの種』を育て、事業

実現に向けて、事業計画の作成やネットワークづくりなどのステップアップ支援を新

たに行います。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ６，７０３千円   

             拡充          （２，４８５千円） 
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【中小企業コミュニティビジネス進出支援補助金】 
 ・中小企業や起業家などが、地域の課題を認識し、ビジネスとして 
  持続的に解決する事業計画に対し、事業開始に必要な経費の 
  一部を支援 
 ・新たに『みらいチャレンジ枠』を設け、泉北ニュータウンにおいて、 
  アクティブシニアの活躍や、高齢者が快適に暮らせるまちづくりに 
  資するビジネスについては補助率を拡充 

スタートステップ 

解決したい課題や 
やりたいことの気づき 

《支援対象》 

『困っている』 
『何かしたい』 

ファーストステップ 

コミュニティビジネス 
（ビジネス化へ） 

■コミュニティビジネス進出支援事業 

ステップ０ 
 一 般 枠 ：  補助率１/２ 限度額１,０００千円 
 

 みらいチャレンジ枠 ： 補助率２/３ 限度額１,０００千円 

【コミュニティビジネス Step Up（ステップアップ）支援】 

スタートステップ 

解決したい課題や 
やりたいことの気づき 

↓ 
 
 

『困っている』 
『何かしたい』の
発掘・抽出 

↓ 
 

コミュニティビジネス 
・ 

《支援対象》 

・勉強会/コラボづくり 
 ⇒ビジネスにするための 
   ステップアップセミナー 
 ⇒経営者との対話 

自分の能力を 
地域で活かしたい人 
 
 事業者・起業家等 

デザイン/技術革新/ 
経営ノウハウ/PR発信力 

みんなが幸せになれる 
地域社会を作るために、 
新たなビジネスが 
沢山生まれる土壌を創る 

サポート企業の発掘 

事業化に受けた個別相談 

ブラッシュアップ支援 

金融機関との連携誘導 

マイクロファイナンス 

多様な主体とつながり、
イノベーションを創出 

ネットワークづくり 

ビジネスの種 

ビジネスに向けた 
第一歩 

 コミュニティビジネスへの意欲やアイディアといった『ビジネスの種』を育て、事業実現に向けて、 
 事業計画の作成やネットワークづくりなどのステップアップ支援を新たに行う 

■見つける、学ぶ支援 

■つながる、ひろがる支援 

ファーストステップ 

ステップ０ 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 商業流通課 

直 通 ０７２－２２８－８８１４ 

内 線 ３５２０、３５２１ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

「個店魅力向上事業」について 

 

堺市では、個店の魅力づくりを推進するため、堺らしさを感じる土産物の開発や販路

開拓等を支援し、集客力と買物環境の向上を図ります。 

 

記 

 

１．施策・事業名、施設名など 

    個店魅力向上事業 

 

２．事業概要、事業目的など 

  個店の魅力を高める商品（堺らしさを感じるお土産）を公募し、審査会による審査を

経て、商品開発や商品デザインのブラッシュアップ等を支援するとともに、販路開拓を

進めます。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ４，０００千円 

             新規          （４，０００千円） 
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個店魅力向上事業（新規） 

事業スキーム 

  ○個店の魅力づくりを支援し、集客力と買物環境の向上を図る。 
  ○世界文化遺産登録を契機とした観光客のお土産需要の市内取り込み。 

目標とする成果 

委託先 
事業者 

①提案申請 
②
審
査 個店 

対象
事業 

堺らしさを感じるお土産の開発・育成 
 

○個店の魅力を高める、商品開発事業を公募し、 審査会による審査を経て、事業実施を支援する。     

④ブラッシュアップ等 
  

③1店舗100万円（限度）×3件程度   
市 

委託   
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

 

「堺産品販路開拓事業」について 

 

堺市では、堺産品を扱う事業者を対象に、販路拡大のためのプロモーション活動とブラン

ド強化の支援を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    堺産品販路開拓事業 

 

２．事業概要 

 （１）海外プロモーション事業（拡充） 

    海外での見本市出展や市場調査、海外事業者の招聘を通じて、刃物やその他の堺

産品の商品力強化と販路拡大を促進します。 

 （２）堺産品ブランド強化事業（新規） 

    商品改良及び販路開拓のノウハウを身に着けるため、商品改良計画の策定、首都

圏に販路を持つバイヤーとのマッチング、首都圏での販売実績づくり、営業手法の

改善指導等の支援を実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ２１，１５２千円   

             新規           （５，９００千円） 

             拡充           （１，０００千円） 

問い合わせ先（１） 

担当課 産業振興局 商工労働部 産業政策課 

直 通 ０７２－２２８－７６２９ 

内 線 ３５０６、３５１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

問い合わせ先（２） 

担当課 産業振興局 商工労働部 ものづくり支援課 

直 通 ０７２－２２８－７５３４ 

内 線 ３５３０、３５３３ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 
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堺産品販路開拓事業（海外プロモーション事業） 

●平成 29年度事業費 15,252千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺打刃物の新たな海外市場における販路拡大 

海外代理店の新規開拓、海外における営業・販売 

機能強化を促進 

 

・ 「食」と「調理器具」関連見本市出展 

・ 和包丁専門店、飲食店での実演・講習会開催 

・ 海外事業者を招聘し、堺産品についての研修及び市内

事業者との商談会を実施 

刃物・食品のプロモーション【拡充】 
（堺食産品海外セールス実行委員会事業）  

・ 現地デザイナー、職人、メーカー、小売業者等と

の意見交換を中心とした市場調査活動 

・ 現地機関と連携した堺産品の PR、テスト販売 

欧州（フランス）での販路開拓支援 

刃物以外の堺産品の認知度向上 

海外市場向け商品の開発 

海外市場に適した商品の開発・改良、販売手法の  

構築を支援 

課 

題 

目 

的 

事
業
内
容 
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堺産品販路開拓事業（堺産品ブランド強化事業）                 

PLAN 
商品改良計画策定 
（ハンズオン支援） 

DO 
商品改良実施 
（企業側実施） 

CHECK 
アドバイザーによる確認 

（ハンズオン支援） 

ACTION 
マッチング会/販売会 

（販路開拓支援） 

展示会出展 
（堺市産業振興センター） 

バイヤー意見 
（バイヤーアドバイス会） 

専門家派遣 
魅力アップ支援 

（堺市産業振興センター） 

商品改良計画等の 
アドバイザー指導 

バイヤー 
アドバイス商談会① 

都内 
販売会 

事業目的 

背景 

事業イメージ 

国内最大市場／情報発信拠点である首都圏（東京）において堺産品の販路開拓と 
それに伴う商品改良を支援することにより、自力で販路開拓・商品改良ができる企業を輩出し、 
「堺産品のブランド強化」「地域経済の持続的発展」「堺の都市魅力の向上」を行う 

新たな需要の開拓を必要とする事業者の多くがその販路を持たず、また、販路を開拓するための商品改良
等のノウハウが不足している 

自力で販路開拓・商品改良のできる企業を輩出 

商品改良 
（企業側実施） 

バイヤー 
アドバイス商談会② 

●平成29年度事業費 5,900千円 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

 

 

 

 

 

 

「海外経済交流促進事業」について 

 

堺市では、海外との経済交流を促進するため、市内企業の海外市場での販路拡大に資する

事業を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

    海外経済交流促進事業 

 

２．事業概要 

   ・国際インターネット通販（海外ＥＣ）に関する研究会の開催 

海外ＥＣ事業に関心のある市内中小企業を対象に、各社の状況に応じた事業展開

方法を学ぶ研究会を開催します。 

   ・現地企業とのマッチング促進に向けた海外商談会参加企業への支援を強化 

商談の事前個別マッチングや、現地配布冊子・ウェブでの市内企業のＰＲなどを

実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額           １３，９８０千円  

             拡充            （８，０８０千円） 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 産業政策課 

直 通 ０７２－２２８－７６２９ 

内 線 ３５０６、３５１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 
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海外経済交流促進事業 

平成29年度事業費 13,980千円 

（拡充 8,080千円） 

 「堺国際ビジネス推進協議会」を中心として、主に以下の事業を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B to C（企業対消費者間取引）事業者の海外取引拡大 

海外 EC（国際インターネット通販）事業への参入・

事業拡大促進による海外販路拡大 

 

・ 海外 EC 事業に関心のある市内中小企業を対象に、 

各社の状況に応じた事業展開方法を学ぶ研究会を開催 

・ 年間５～６回に分け、業界の基礎知識、戦略立案、  

海外 EC 関連サービスの活用等、専門家による講義と

ワークショップを実施 

海外ECに関する研究会の開催 

 

・ 海外大型展示会出展に向け、現地配布冊子や  

ウェブ上での市内企業のPR強化 

・ 商談の事前個別マッチングを実施 

・ 現地で堺の企業をPRするセミナーを開催 

・ 成約に向けた商談後のフォローアップを実施 

海外販路開拓支援事業 

海外における市内中小企業・製品の PR 

商談成約率の向上 

 海外企業と市内企業のマッチング強化による取

引拡大 

課 

題 

目 

的 

事
業
内
容 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 商業流通課 

直 通 ０７２－２２８－８８１４ 

内 線 ３５２０、３５２１ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

「地域コミュニティ形成支援事業」について 

 

堺市では、中心市街地における商業活性化を図るため、新たにまちづくり会社等が行

うチャレンジショップ事業を支援します。 

 

記 

 

１．施策・事業名、施設名など 

    地域コミュニティ形成支援事業（拡充） 

 

２．事業概要（拡充分） 

    商店街が設立したまちづくり会社が空き店舗を借り上げ、出店者への経営指導や開業

支援などを行うチャレンジショップ事業を支援し、将来の商人を育て商店街を活性化し

ていきます。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ５９，１２６千円 

             拡充           （９，０００千円） 

             債務負担額        （３，０００千円） 
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地域コミュニティ形成支援事業（拡充） 

○中心市街地の回遊性の向上 
○商業機能担い手の輩出 

目標とする成果 

事業スキーム 

連携 まちづくり会社 商店街 市 
支援 

補 助 率：2／3以内 

【支援メニュー】 
 ①チャレンジショップの店舗改装（内装、外装など） 
 ②チャレンジショップの店舗賃貸（家賃 １年間） 
 ③チャレンジショップの広報（出展者募集、オープン時のＰＲなど） 
 ④専門家による出店者の経営指導、開業支援など 

中心市街地において、まちづくり会社が複数の空き店舗を一括して借り上げて、実施するチャレ
ンジショップ事業を支援 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 農政部 農水産課 

直 通 ０７２－２２８－６９７１ 

内 線 ３６２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７３７０ 

 

 

「農業担い手支援事業・都市農業交流事業」について 

～市民参加による都市農地の活用～ 

 

堺市では、農業の担い手の発掘や、地産地消の推進を図るため、あらたに市民参加型農園

を設置するほか、民間による市民農園開設を促進します。 

 

記 

 

１．事業名 

農業担い手支援事業 及び 都市農業交流事業 

 

２．事業概要 

  ①農業の担い手の発掘や、地産地消の推進を図るため、あらたに市民参加型農園（※１）を

設置するほか、民間による市民農園開設事業に対して補助金等により支援します。（拡充） 

  ②新規就農者の確保や育成を図るため、引き続き就農相談窓口を設置するとともに、経営開 

始後の一定期間、青年就農者に対する給付金制度などにより支援します。 

③担い手農家への農地集積を促進するため、引き続き農地中間管理事業（※２）を活用し、

農用地の有効利用をすすめます。 

 

３．平成２９年度当初予算額   ７４，８０６千円 

           拡充   （１，５００千円） 

 

（※１）農業者の生産活動に市民が参加し、その農産物を購入する市民参加型の農園 

（※２）農地中間管理機構（一般財団法人大阪府みどり公社）が農地を借り受け、担い手 

農家に貸し付ける制度 
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平成 29 年度 堺市市民参加型モデル農園設置業務 

 

 

１．概要 

 

地権者または耕作者が直売所向け等に栽培する農産物について、その指導の

下、市民参加者が植え付けや収穫の他、日常作業の手伝いを行ったうえで収穫

物を購入する、市民参加型の農園について、モデル農園を設置する。 

 

 

 

２．しくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．事業効果 

 

・市民参加による都市農地の活用 

・地域への新鮮な農産物の供給 

・地元農業の理解促進 

・地産地消の意識の拡大 

 

募集 

植付 

収穫 

その他作業参加 

農業者 

団体・市民 

堺市農業者育成支援会議 

栽培 

作付け計画 

を協議 

委託 

購入 

出荷 

農産物 

直売所 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

 

「農空間保全・活用事業」について 

 

 堺市では、農業の土台となる農地やため池等の農空間を継続的に保全し、多面的機能を活

かすため、遊休農地の未然防止、農業生産基盤の整備支援や防災対策事業等の推進を実施し

ます。 

 

記 

１．施策・事業名 

① 農空間保全活性化事業 

② 農業生産基盤整備事業（農業用施設改修事業・農業用施設維持管理事業） 

③ ため池における防災対策の推進【新規】 

 

２．事業概要、事業目的 

① 地域において策定された計画に基づく遊休農地の解消などに必要な取組に対する支

援を行います。 

② 農業用の用排水路・ため池・農道といった農業生産基盤の整備について、管理者で

ある農業者への支援を行い、更なる遊休農地の解消、農空間の保全を図ります。 

③ ため池における災害時の管理体制の強化促進及び地域の安全安心の向上を図る  

ため、下流への影響が大きいと想定されるため池について、府・市・ため池管理者

がリアルタイムで水位等を監視できる簡易防災テレメータシステムを大阪府が導入

するにあたり、その一部を負担します。【新規】 

 

３．平成２９年度当初予算額           ６４，１５０千円   

             新規           （３，０００千円） 

問い合わせ先 

（①について） 

担当課 産業振興局 農政部 農水産課 

直 通 ０７２－２２８－６９７１ 

内 線 ３６２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７３００ 

（②③について） 

担当課 産業振興局 農政部 農業土木課 

直 通 ０７２－２２８－６９７２ 

内 線 ３６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７３００ 
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ため池における防災対策の推進【新規】                     

 

１、現状と背景等 

・時間 80mm以上の年間観測回数は増加傾向（全国ベース） 

・大阪府下においては、池田市で H26.8 月及び 9月に 1時間で 

100mm を超える局地的豪雨が発生 

 

２、事業対象のため池 

 水防ため池 A級、B級指定の府下 132 箇所のうち、堺市内 20 箇所を対象に調整中 

水防指定 府全体 
既設 

テレメータ 

対象箇

所数 

堺市対象

箇所数 

堺市全体 

設置検討 

箇所数 

H29 

計画箇所数 

A 級 23 13 10 ０ - - 

B 級 140 18 122 26 20 10 

C 級 602 0 - - - - 

計 765 51 132 26 20 10 

３、事業主体 

   大阪府 (負担割合 国 50% 府 25% 市 25%) 

 

４、簡易防災テレメーターシステムの特徴と活用 

①観測システムの特徴 

・携帯電話回線を活用した簡易な観測システム 

・機器類の設置が容易 

・従来の観測機器システムに比べ設置費、維持費も安価 

②効果・活用等 

・ため池の水位、降雨状況の把握により、監視強化が可能 

・手持ちのスマートフォンやパソコン等を利用して、リアルタイムでデータ(雨量、水位)を確認できる。 

・通報値(雨水、水位)を設定し、警報メールを自動受信することで、水位、雨量の状況変化に気付く 

ことができる。 

 
※簡易防災テレメーターシステムのイメージ 

説明資料 
（大阪府資料抜粋） 
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